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岩手医科大学学則 

 

第１章 目的及び使命 

 

第１条 本学の目的は、医学教育、歯学教育、薬学教育及び看護学教育を通じて誠の人間を育成

するにある。すなわち、まず人としての教養を高め、充分な知識と技術とを修得させ、更に進

んでは専門の学理を究め、実地の修練を積み、出でては力を厚生済民に尽くし、入っては真摯

な学者として、斯道の進歩発展に貢献させること、これが本学の使命とする所である。 

２ 各学部における教育研究上の目的は別に定める。 

３ 本学は教育研究水準の向上を図り、前項の目的及び社会的使命を達成するため、本学におけ

る教育研究活動等の状況について、自ら点検及び評価を行うものとする。 

４ 前項の点検及び評価の方法並びに体制等については、別に定める。 

 

第２章 組織及び修業年限 

 

第２条 本学に次の学部学科を置く。 

 医学部 医学科 

 歯学部 歯学科 

 薬学部 薬学科 

 看護学部 看護学科 

２ 医学部、歯学部及び薬学部の修業年限は６年とし、看護学部は４年とする。 

３ 各学部の学生の在学年限は、次のとおりとし、通算して修業年限の２倍を超えることができ

ない。ただし、再入学者の在学年限については別に定める。 

(１) 医学部・歯学部・薬学部 同一学年につき２年 

(２) 看護学部        同一学年につき３年 

 

第３章 学年・学期及び休業日 

 

第３条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月 31日に終わる。ただし、学長が教育上必要と認

めるときは、変更することがある。 

第４条 学年は、前期、後期の２期に分ける。 

 前期 ４月１日から９月 30日まで 

 後期 10月１日から３月 31日まで 

 ただし、前期及び後期の期間は、学長が教育上必要と認めるときは、変更することがある。 

第５条 定期休業日は、次のとおりとする。 

 (１) 日曜日 

 (２) 国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

 (３) 春期休業 ３月 16 日から４月 15日まで 
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 (４) 夏期休業 ７月 16 日から８月 31日まで 

 (５) 冬期休業 12月 23 日から１月 15日まで 

 ただし、春期、夏期及び冬期休業の期間については、学長が教育上必要と認めるときは、変更

することがある。 

２ 臨時休業日は、その都度学長が定める。 

 

   第４章 授業科目、授業時間数及び単位 

 

第６条 各学部の授業科目等は別表１のとおりとする。 

 

   第５章 授業科目の履修及び課程修了の認定 

 

 第１節 医学部、歯学部 

第７条 医学部、歯学部においては、第６条に定める所定の授業科目を履修しなければならな

い。 

２ 履修方法及び履修すべき授業時間数については別に定める。 

３ 履修した科目に単位を付与する場合は、45時間の学修を必要とする内容を１単位とするこ

とを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学習等を考

慮して、次の基準により単位数を計算するものとする。 

 (１) 講義及び演習については、15時間から 30 時間までの範囲の授業をもって１単位とす

る。 

 (２) 実験、実習及び実技については、30時間から 45時間までの範囲の授業をもって１単位

とする。 

第８条 所定の講義及び実習を履修した者に対し試験を行う。 

２ 試験に関する実施規程は別に定める。 

第９条 試験の成績は、合格または不合格とし、評価等は別に定める。 

 

 第２節 薬学部、看護学部 

第 10 条 薬学部、看護学部においては、第６条に定める授業科目を履修し、所定の単位を修得

しなければならない。 

２ 履修方法及び取得すべき単位数については別に定める。 

３ 単位の計算は、第７条第３項を準用する。 

第 11 条 履修した授業科目については、別に定める方法で試験を行う。 

第 12 条 試験の成績は、第９条を準用する。 

 

 第３節 全学部共通 

第 13 条 特定の授業科目を履修した者に履修証明書を与えることがある。 

第 14 条 １年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、35週にわたることを標準とす

る。 
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第 14 条の２ 本学が、教育上有益と認めるときは、学生が所属する学部以外の学部の授業科目

を履修することができる。 

第 15 条 本学が、教育上有益と認めるときは、学生が本学の定めるところにより他の大学又は

短期大学において履修した授業科目について修得した単位を、60単位を超えない範囲で本学

における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定は、学生が、外国の大学又は短期大学に留学する場合、外国の大学又は短期大学

が行う通信教育における授業科目を我が国において履修する場合及び外国の大学又は短期大学

の教育課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であ

って、文部科学大臣が別に指定するものの当該教育課程における授業科目を我が国において履

修する場合について準用する。 

第 16 条 本学が、教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科

における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、本学における授業科目の履修とみな

し、本学の定めるところにより単位を与えることができる。  

２ 前項により与えることができる単位数は、前条第１項及び第２項により本学において修得し

たものとみなす単位数と合わせて 60単位を超えないものとする。 

第 17 条 本学が、教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に他の大学又は短期大

学において履修した授業科目について修得した単位（科目等履修生により修得した単位を含

む。）を、本学に入学した後の本学における授業科目の履修により修得したものとみなすこと

ができる。  

２ 本学が、教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に行った前条第１項に規定す

る学修を、本学における授業科目の履修とみなし、本学の定めるところにより単位を与えるこ

とができる。  

３ 前２項により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、編入学、転学等の

場合を除き、30単位を超えないものとし、かつ、第 15条第１項（同条第２項において準用す

る場合を含む。）及び前条第１項により本学において修得したものとみなす単位数と合わせて

60 単位を超えないものとする。 

 

第６章 卒業及び学位 

 

第 18 条 医学部、歯学部においては第２条に定める期間を在学し、かつ、第６条に定める所定

の授業科目及び単位を履修修得し、試験に合格した者は、当該学部教授会の議を経て学長が卒

業を認定し、医学部を卒業した者には学士（医学）、歯学部を卒業した者には学士（歯学）の

学位を授与する。 

２ 薬学部においては第２条に定める期間を在学し、かつ、第６条に定める所定の授業科目を履

修のうえ、試験に合格し、薬学実務実習 20単位以上を含む 186単位以上を修得した者は、当

該学部教授会の議を経て学長が卒業を認定し、学士（薬学）の学位を授与する。 

３ 看護学部においては第２条に定める期間を在学し、かつ、第６条に定める所定の授業科目を

履修のうえ、試験に合格し、124単位以上を修得した者は、当該学部教授会の議を経て学長が

卒業を認定し、学士（看護学）の学位を授与する。 
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   第７章 入学、休学、再入学、転入学、編入学、転部入学及び退学 

 

第 19 条 入学の時期は、学年の始めとする。 

第 20 条 本学に入学資格のある者は、次の各号の一に該当しなければならない。 

 (１) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者。 

 (２) 通常の課程による 12年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程により、これ

に相当する学校教育を修了した者を含む）。 

 (３) 外国において、学校教育 12年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部科学大臣

の指定した者。 

 (４) 文部科学大臣が高等学校の課程に相当する課程を有するものとして認定した在外教育施

設の当該課程を修了した者。 

 (５) 文部科学大臣の指定した者。 

 (６) 高等学校卒業程度認定試験規則（平成 17年文部科学省令第１号）による高等学校卒業

程度認定資格試験に合格した者（同規則附則第２条の規定による廃止前の大学入学資格検

定規程（昭和 26年文部省令第 13号）による大学入学資格検定に合格した者を含む）。 

 (７) その他、相当の年令に達し、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると本学にお

いて認めた者。 

第 21 条 入学志願者は、所定の入学願書に、履歴書、資格証明書、写真及び入学検定料を添え

て学長に願い出なければならない。 

第 22 条 本学に入学を志願した者については、教授会の議を経て学長が入学の許可、不許可を

決定する。 

２ 本学を退学した者で、本学に再入学を志願する者については、欠員のある場合に限り、別に

定めるところにより選考し、教授会の議を経て学長が相当年次に入学を許可することができ

る。 

第 23 条 入学を許可された者は、本学所定の方式によって宣誓し、保証人２名を定めて在学保

証書その他所定の書類を提出し、かつ所定の期日までに入学金を納入しなければならない。 

第 24 条 保証人は、学生本人の父兄及び独立の生計を営む成年者とする。ただし、保証人のう

ち１名は学費負担者でなければならない。 

２ 保証人は学生の在学中の一切のことについて責任を負わなければならない。 

３ 保証人が死亡し、あるいはその資格を失ったときは、直ちに第１項の規定によって新たに設

けなければならない。 

第 25 条 学生、保証人が氏名、本籍、住所を変更した場合は直ちに届け出なければならない。 

第 26 条 病気、その他やむを得ない事由により３ヶ月以上修学できないときは、その事由を証

明する書類を添え保証人連署の休学願を提出し、教授会の議を経て学長の許可を得なければな

らない。 

２ 休学の期間は、１年を超えることはできない。ただし特別の事情がある場合は、教授会の議

を経て学長が更に１年以内の休学を許可することができる。 

３ 休学期間は、通算して４年を超えることができない。 
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４ 休学期間は、在学期間に算入しない。 

第 27 条 休学期間であっても事故止みとなり復学を願い出た場合は、教授会の議を経て許可す

ることがある。 

第 28 条 他の大学から本学に、本学から他の大学に転入学、編入学を願い出た者がある場合

は、教授会の議を経て学長が許可することがある。 

２ 本学の第１学年の学生で他学部への転部入学を希望する者があるときは、選考の上、第２学

年の始めに限り転部入学を許可することがある。ただし、看護学部は除くものとする。 

３ 転入学、編入学、転部入学に関する規程は、別に定める。 

第 29 条 本学を退学しようとする場合は、その事由を明記し、保証人連署の退学願を提出し教

授会の議を経て、学長の許可を受けなければならない。ただし、退学の事由が病気の場合は、

医師の診断書を添えなければならない。 

 

   第８章 入学検定料、入学金、授業料、その他の学費 

 

第 30 条 入学検定料、入学金、授業料、その他の学費（以下授業料等という）の額は別表２に

定める。 

第 31 条 授業料等の納入は、次の各号のとおりとする。 

 (１) 入学金は、入学手続き時に納入しなければならない。 

 (２) 入学初年度の授業料、実験実習費、施設整備費及び教育充実費は、入学初年度は入学手

続き時に納入しなければならない。ただし、半額ずつ分納することができるものとし、分

納する場合には所定の期日までに納入しなければならない。 

 (３) 入学次年度以降の授業料、実験実習費、施設整備費及び教育充実費は、毎年４月 25日

までに納入しなければならない。ただし、授業料は半額ずつ分納することができるものと

し、分納する場合の２回目の納入期限日は９月 25日までとする。 

 (４) 薬学部第５学年の長期実務実習にかかる費用の額及び納入方法は、別に定める。 

第 32 条 授業料等を所定期日までに納入しない場合は、納入するまでその者の出席を停止し、

30 日を経過して、なお納入しない場合は、学長がこれを除籍することがある。 

第 33 条 納入した授業料等は、返還しない。ただし、入学手続きを完了したもので、所定期日

までに入学辞退の届出を行い、かつ授業料等の返還を申し出た者については、入学検定料及び

入学金を除く外の納入金を返還する。 

２ 前項の規定にかかわらず、休学期間中の授業料および実験実習費は、休学を許可された月の

翌月から復学を許可された月の前月までの月割計算による額の半額を免除する。 

 

   第９章 職員組織 

 

第 34 条 本学に次の職員を置く。 

 学長・副学長・教授・准教授・講師・助教・助手・技術員・事務員・その他必要な職員。 

２ 職員の定員に関しては、別にこれを定める。 
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   第 10章 教授会 

 

第 35 条 本学に教授会を置く。 

２ 教授会は、医学部、歯学部、薬学部及び看護学部のそれぞれの専任教授をもって当該学部毎

に組織する。 

３ 教授会は、学長が次の事項について決定を行うに当たり、意見を述べるものとする。 

 (１) 学生の入学、卒業及び課程の修了 

 (２) 学位の授与 

 (３) 前２号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、別に定めるもの 

４ 教授会は、前項に規定するもののほか、学長及び学部長（以下「学長等」という。）がつか

さどる教育研究に関する事項について審議し、及び学長等の求めに応じ、意見を述べることが

できる。 

５  教授会の運営に関する規程は、別に定める。 

 

   第 11章 学生収容定員 

 

第 36 条 各学部の学生定員は次のとおりとする。 

 医学部医学科 入学定員 95名 収容定員 570 名 

 歯学部歯学科 入学定員 73名 収容定員 438 名 

 薬学部薬学科 入学定員 120名 収容定員 720 名 

 看護学部看護学科 入学定員 90名 3年次編入学定員 5名 収容定員 370名 

 

   第 12章 研究生・研修生・研究員・聴講生・科目等履修生及び外国人学生 

 

第 37 条 本学において特殊事項に関する研究及び研修を志願する者については、選考のうえ研

究生、研修生、研究員として許可することができる。 

２ 研究生、研修生、研究員に関する規程は、別に定める。 

第 38 条 本学に聴講を希望する者がある場合は、選考のうえ聴講生として入学を許可すること

ができる。 

２ 聴講生の規程は、別に定める。 

第 38 条の２ 本学の学生以外の者で、本学が開講する一又は複数の授業科目の履修を志願する

者があるときは、授業に支障のない限り、選考のうえ、科目等履修生として入学を許可し、単

位を与えることができる。 

２ 科目等履修生の規程は、別にこれを定める。 

第 38 条の３ 研究生、研修生、研究員、聴講生には、第８条、第９条、第 11 条、第 12条、第

18 条、第 19条、第 20 条、第 30条及び第 40条は、これを適用しない。 

第 39 条 外国人留学生を入学させることがある。外国人学生は、特に規定あるものの外は本学

則の一般規定を準用する。 
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   第 13章 賞罰 

 

第 40 条 人物及び学業の優秀な者は、教授会の議を経て学長がこれを表彰することがある。 

第 41 条 学生がその本分にもとる行為をした場合は、教授会の議を経て学長が懲戒する。 

２ 懲戒は、戒告、停学、退学、退学のうえ除籍の４種とする。 

第 42 条 次の各号の一に該当する学生は、教授会の議を経て学長が退学又は退学のうえ除籍す

ることができる。 

 (１) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

 (２) 学力劣等で成業の見込みがないと認められる者 

 (３) 正当の理由がなく欠席が多い者 

 (４) 本学の秩序を乱す者 

 

   第 14章 附属施設 

 

第 43 条 本学に次の附属施設を置く。 

 (１) 附属図書館 

 (２) 附属病院 

 (３) 附属薬用植物園 

２ 附属図書館規程、附属病院規程及び附属薬用植物園規程は、別に定める。 

 

   第 15章 学生の厚生補導等 

 

第 44 条 学生の厚生補導の充実を図るため、学生部を置く。 

２ 学生部規程および学生の厚生及び補導については別に定める。 

第 45 条 本学に学生寮を置くことができる。 

 

   第 16章 学生心得 

 

第 46 条 学生心得は、別に定める。 

 

   第 17章 改廃 

 

第 47 条 この学則の改廃は、関係学部教授会及び教学運営会議の議を経て理事会が決定するも

のとする。 

附 則 

 この学則は、昭和 22 年６月 18日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和 27 年４月１日から施行する。 

附 則 
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この学則は、昭和 29年９月 15日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和 40年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和 41年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和 43年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、昭和 44年４月１日から施行する。 

２ この改正学則施行の際、現に在学中の学生の授業料は、第 24条の規定にかかわらずなお従

前の例による。 

附 則 

１ この学則は、昭和 46年１月１日から施行する。 

２ 改正後の第 24条の授業料等については、昭和 46年以前から在学している者に対してはなお

従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、昭和 48年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第 24条の授業料等については、昭和 48年以前から在学している者に対してはなお

従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、昭和 50年４月１日から施行する。 

２ この改正学則施行の際、現に在学中の学生の授業料等は、第 24条の規定にかかわらずなお

従前の例による。 

附 則 

この学則は、昭和 50年 10 月 24日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、昭和 52年１月１日から施行する。 

２ この改正学則施行の際、現に在学中の学生の授業料及び実験実習費は第 24 条の規定にかか

わらずなお従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、昭和 53年２月１日から施行する。 

２ この改正学則施行の際、現に在学中の学生の授業料及び実験実習費は第 24 条の規定にかか

わらずなお従前の例による。 

附 則 

この学則は、昭和 54年２月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、昭和 55年２月１日から施行する。 

２ この改正学則施行の際、現に在学中の学生の授業料及び実験実習費は第 24 条の規定にかか

わらずなお従前の例による。 
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附 則 

１ この学則は、昭和 57年１月５日から施行する。 

２ この改正学則施行の際、現に在学中の学生の授業料及び実験実習費は第 24 条の規定にかか

わらずなお従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、昭和 59年１月２日から施行する。 

２ この改正学則施行の際、現に在学中の学生の施設整備費は第 24条及び第 25条の規定にかか

わらずなお従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、昭和 61年１月６日から施行する。 

２ この改正学則施行の際、現に在学中の学生の授業料、実験実習費及び施設整備費は第 24条

及び第 25条の規定にかかわらず従前どおりとする。 

附 則 

１ この学則は、昭和 62年 10月 20日から施行する。 

２ この改正学則施行の際、現に在学中の学生の授業料、実験実習費及び施設整備費は第 24条

第 1項の規定にかかわらず従前どおりとする。 

附 則 

１ この学則は、平成元年４月１日から施行する。 

２ 第 24条第 1項に定める歯学部学納金のうち、実験実習費並びに施設整備費の（）書は昭和

63 年度以降歯学部に入学した者に適用する。 

３ この改正学則施行の際、昭和 60年度以前に入学し、在学している学生については、第 24条

第３項の規定は適用しない。 

附 則 

１ この学則は、平成２年１月１日から施行する。 

２ この改正学則施行の際、現に在学している学生については、第 20条第２項、第３項および

第 27条第２項の規定は、平成２年４月１日より適用する。 

ただし、この改正学則施行の際、現に休学している学生については、第 20条２項、第３項お

よび第 27条第２項の規定にかかわらず従前どおりとする。 

附 則 

１ この学則は、平成２年 10月 19日から施行する。 

２ この改正学則施行の際、現に在学中の学生の授業料は、第 24条第１項の規定にかかわらず

従前どおりとする。 

附 則 

１ この学則は、平成３年 11月１日から施行する。 

２ この改正学則施行の際、現に在学中の学生の授業料は、第 24条第１項の規定にかかわらず

従前どおりとする。 

ただし、消費税法の一部を改正する法律（平成３年５月 15日法律第 73号）の改正にともな

い、第 24条の入学金及び施設整備費は非課税とする。 

附 則 
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１ この学則は、平成５年 11月１日から施行する。 

２ この改正学則施行の際、現に在学中の学生の授業料は、第 24条第１項の規定にかかわらず

従前どおりとする。 

附 則 

この学則は、平成７年９月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、平成 10年９月１日から施行する。 

２ この改正学則施行の際、現に在学中の学生の授業料その他の学費は、第 24 条第１項の規定

にかかわらず従前どおりとする。 

附 則 

１ この学則は、平成 11年４月１日から施行する。 

２ この改正学則施行の際、現に在学中の学生の在学年限は、第２条第３項の規定にかかわらず

従前どおりとする。 

附 則 

１ この学則は、平成 13年 10月１日から施行する。 

２ この改正学則施行の際、現に在学中の学生の授業料その他の学費は、第 24 条第１項の規定

にかかわらず従前どおりとする。 

附 則 

１ この学則は、平成 14年 10月１日から施行する。 

２ この改正学則施行の際、現に在学中の学生の授業料その他の学費は、第 24 条第１項の規定

にかかわらず従前どおりとする。 

附 則 

この学則は、平成 17年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 18年 11 月 30日付、文部科学大臣からの薬学部設置認可に伴い改正し、平成

19年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、平成20年４月１日から施行する。 

２ 第36条の規定にかかわらず、平成20年度から平成29年度までの間における医学部医学科の学

生定員は、次のとおりとする。 

 
平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 

平成25年度～

29年度 

入学定員 90人 90人 90人 90人 90人 90人 

収容定員 490人 500人 510人 520人 530人 540人 

３ 第31条の規程にかかわらず、本附則第２項のうち医学部地域枠特別推薦入学による入学生

（岩手県医師養成事業奨学金制度利用の者）の授業料、実験実習費、施設整備費、及び教育充

実費の納入法については、別に定める。 

附 則 
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この学則は、平成 20年８月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、平成21年４月１日から施行する。 

２ 第36条の規定にかかわらず、平成21年度から平成29年度までの間における医学部医学科の学

生定員は、次のとおりとする。 

 
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 

平成26年度～ 

29年度 

入学定員 95人 95人 95人 95人 95人 95人 

収容定員 505人 520人 535人 550人 565人 570人 

３ 第31条の規程にかかわらず、本附則第２項のうち医学部地域枠特別推薦入学による入学生

（岩手県医師養成事業奨学金制度利用の者）の授業料、実験実習費、施設整備費、及び教育充

実費の納入法については、別に定める。 

附 則 

１ この学則は、平成 21年４月１日から施行する。 

２ 学生定員の取扱については、平成 20年８月５日付、文部科学省からの「地域や診療科の医

師確保の観点からの医師養成の推進について（通知）」に基づき改定するものとし、平成 20年

４月１日の「新医師確保総合対策」に基づく附則、ならびに平成 21年４月１日施行の「緊急

医師確保対策」に基づく附則に関わらず次のとおりとする。 

 
 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 

平成26年度～

29年度 

入学定員 110人 110人   110人 110人 110人 110人 

収容定員 520人 550人 580人 610人 640人 660人 

附 則 

１ この学則は、平成 22年４月１日から施行する。 

２ 第 36条の規定にかかわらず、平成 22年度から平成 37年度までの間における医学部医学科

の学生定員は、次のとおりとする。 

 
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

平成27年度 

～29年度 
平成30年度 

入学定員 125人 125人 125人 125人 125人 125 人 110人 

収容定員 565人 610人 655人 700人 735人 750人 735人 

 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 

入学定員 110人 95人 95人 95人 95人 95人 95人 

収容定員 720人 690人 660人 630人 600人 585人 570人 

３ 第31条の規程にかかわらず、本附則第２項のうち医学部地域枠等に係る入学生（地方自治体

による医学生奨学金制度等を利用の者）の授業料、実験実習費、施設整備費、及び教育充実費

の納入法については、別に定める。 

 



12 

 

 

４ 第36条の規定にかかわらず、平成22年度から平成31年度までの間における歯学部歯学科の学

生定員は、次のとおりとする。 

 
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

平成27年度～

31年度 

入学定員 75人 75人   75人 75人 75人 75人 

収容定員 475人 470人 465人 460人 455人 450人 

附 則 

１ この学則は、平成 23年４月１日から施行する。（平成 22年６月 28日一部改正） 

２ この改正学則施行の際、現に在学中の学生の学納金は第 30条の規定にかかわらず従前どお

りとする。 

３ この学則は、平成 23年４月１日から施行する。（平成 23年２月 28日一部改正） 

附 則 

この学則は、平成 23年６月１日から施行する。（平成 23年５月 30日一部改正） 

附 則 

１ この学則は、平成 24年７月１日から施行する。（平成 24年６月 25日一部改正） 

２ この改正学則施行の際、現に在学中の学生の学納金は第 30条の規定にかかわらず従前どお

りとする。 

附 則 

１ この学則は、平成 25年４月１日から施行する。（平成 24年 10月 29日一部改正） 

２ 第 36条の規定にかかわらず、平成 25年度から平成 37年度までの間における医学部医学科

の学生定員は、次のとおりとする。 

３ 第36条の規定にかかわらず、平成25年度から平成31年度までの間における歯学部歯学科の学

生定員は、次のとおりとする。 

 
 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

平成30年度～

31年度 

入学定員 73人 73人 73人 73人 73人 73人 

収容定員 458人 451人 444人 442人 440人 438人 

附 則 

この学則は、平成 27年４月１日から施行する。（平成 27年３月 23日一部改正） 

 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

入学定員 123人 123人 123人 123人 123人 108 人 108人 

編入学定員 7人 7人 7人 7人 7人 7人 7人 

収容定員 705人 745人 765人 770人 768人 751人 736人 

 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度  

入学定員 95人 95人 95人 95人 95人 95人  

編入学定員 0人 0人 0人 0人 0人 0人  

収容定員 701人 666人 631人 596人 583人 570人  
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   附 則 

この学則は、平成 28年４月１日から施行する。 

   附 則 

この学則は、平成 28 年８月 31日付、文部科学大臣からの看護学部設置認可に伴い改正し、平

成 29 年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この学則は、平成 29年４月１日から施行する。 

２ この改正学則施行の際、現に在学中の学生の同一学年在学年限は、第２条第３項の規定にか

かわらず従前どおりとする。 

附 則 

１ この学則は、平成 30年４月１日から施行する。（平成 29年７月 31日一部改正、平成 30年

３月 26日一部改正(別表１第６条関係の変更)） 

２ 第 36条の規定にかかわらず、平成 30年度から平成 37年度までの間における医学部医学科

の学生定員は、次のとおりとする。 

３ 第 36条の規定にかかわらず、平成 30年度から平成 35年度までの間における薬学部薬学科

の学生定員は、次のとおりとする。 

附 則 

この学則は、平成 31年４月１日から施行する。（平成 30年４月 23日一部改正（別表１第６条関

係の変更）、平成 31年３月 25日一部改正（別表１第６条関係の変更）） 

附 則 

１ この学則は、令和２年４月１日から施行する。（令和元年７月 29日一部改正） 

２ 第 36条の規定にかかわらず、令和２年度から令和９年度までの間における医学部医学科の

学生定員は、次のとおりとする。 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 

入学定員 123人 123人 95人 95人 95人 95人 95人 

編入学定員 7人 7人 0人 0人 0人 0人 0人 

収容定員 766人 766人 731人 696人 661人 626人 598人 

 平成37年度       

入学定員 95人       

編入学定員 0人       

収容定員 570人       

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 

入学定員 120人 120人 120人 120人 120人 120人 

収容定員 920人 880人 840人 800人 760人 720人 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

入学定員 126人 126人 95人 95人 95人 95人 95人 

編入学定員 4人 4人 0人 0人 0人 0人 0人 

収容定員 766人 766人 731人 696人 664人 632人 601人 
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 令和９年度       

入学定員 95人       

編入学定員 0人       

収容定員 570人       
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別表２（第30条関係） 

 

１．入学検定料、入学金、授業料、その他学費は、次のとおりとする。（転部入学含む） 

     医学部 歯学部 薬学部 看護学部 

入学検定料 60,000円 40,000円 35,000円 30,000円 

入学金 2,000,000円 600,000円 350,000円 250,000円 

授業料（年額） 2,500,000円 2,500,000円 1,300,000円 1,000,000円 

実験実習費 
初年度（年額） 500,000円 － 125,000円 150,000円 

第 2 学年以降（年額） 500,000円 － 195,000円 150,000円 

施設整備費（年額） 1,000,000円 1,000,000円 400,000円 250,000円 

教育充実費 
入学時 3,000,000円 2,000,000円 － － 

第 2 学年以降（年額） 1,000,000円 800,000円 － － 

  ※教育充実費のうち、平成 21年度医学部在学中の学生の第 2学年からの年額は 800,000円と

する。 

※看護学部の保健師養成科目履修者については、別途実習費等として 150,000円を加える。 

※看護学部の助産師養成科目履修者については、別途実習費等として 200,000円を加える。 

 

２．再入学に係る入学検定料、入学金、授業料、その他学費は、次のとおりとする。 

     医学部 歯学部 薬学部 看護学部 

入学検定料 60,000円 40,000円 35,000円 30,000円 

入学金 500,000円 300,000円 175,000円 125,000円 

授業料（年額） 2,500,000円 2,500,000円 1,300,000円 1,000,000円 

実験実習費 
第 1学年（年額） 500,000円 － 125,000円 150,000円 

第 2 学年以降（年額） 500,000円 － 195,000円 150,000円 

施設整備費（年額） 1,000,000円 1,000,000円 400,000円 250,000円 

教育充実費 
第 1学年（年額） － － － － 

第 2 学年以降（年額） 1,000,000円 800,000円 － － 

 

３．転入学（歯学部に限る。）に係る入学検定料、入学金、授業料、その他学費は、前項と同額と

する。 

 

４．編入学に係る入学検定料、入学金、授業料、その他の学費は、次のとおりとする。 

     医学部 歯学部 看護学部 

入学検定料 60,000円 40,000円 30,000円 

入学金 2,000,000円 600,000円 250,000円 

授業料（年額） 2,500,000円 2,500,000円 1,000,000円 

実験実習費（年額） 500,000円 － 150,000円 

施設整備費（年額） 1,500,000円 1,000,000円 250,000円 

教育充実費 
編入学時 3,000,000円 800,000円 － 

次年度以降（年額） 1,000,000円 800,000円 － 

※看護学部の保健師養成科目履修者については、別途実習費等として 150,000円を加える。 
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※看護学部の助産師養成科目履修者については、別途実習費等として 200,000円を加える。 

 

５．留年した者についての授業料、その他学費は、次のとおりとする。 

  （1） 第１学年において留年した者 

      留年年度における第１学年の授業料、実験実習費及び施設整備費とする。 

（2） 第２学年以降において留年した者 

      留年年度における留年学年の授業料、実験実習費、施設整備費及び教育充実費とする。 

ただし、最終学年で留年した者で、前期末に卒業する者については、授業料、実験実

習費、施設整備費及び教育充実費のいずれも半額とする。 

 

備考 第１項から第５項における入学検定料、入学金、授業料、その他学費については、次年度

以降変更することがある。 

 


